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No.3 大規模水害に対する広域的な避難対策の検証

 

 近年、激甚化・頻発化する水害を受けて、全国の自治体にて、行政界をまたいで住民が避難する「広域避難」の検
討が進められている。

 広域避難の検討にあたっては、解決すべき課題が多く、どこから検討していけばよいか分からないとの意見があり、 
「水害からの広域避難事例」内閣府（防災担当）（R3.5）が公開されている。

広域避難に関する協定

 広域避難は様々な協定事例があり、地域特性や洪水特
性に応じて検討することが望ましい。

出典：「水害からの広域避難事例」内閣府（防災担当）（R3.5）

広域避難の事例（令和２年7月豪雨）

 人吉市と熊本県が、通常は指定避難所としない県立劇場（熊本市
中央区）で被災した住民を受け入れることを決め、令和2年9月5
日夜から同6日朝にかけて市のHPやSNS、防災行政無線や広報車
で呼びかけた。

 避難者は、集合場所となる駐車場より、県が借り上げた2台の大
型バスに乗車し、県立劇場へと移動した。

①避難者一人ひとりの安心安全を確保することができた。
②県が避難先や移動手段を確保することで、災害対応や避難所対
応に追われる市の負担軽減に寄与した。

■自治体間の協定事例 …同一県内、他都道府県内、連絡会単位等
■避難先施設間の協定事例 …学校法人等
■一時的避難の協定事例 …商業施設団体、公営住宅、民間マンション等
■避難者の輸送に関する協定事例 …鉄道事業者、バス・タクシー事業者等
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No.11 コミュニティタイムラインやマイ・タイムラインの普及・促進

 
 風水害に備えて時系列に防災行動を整理した地域ごとのタイムラインである「コミュニティタイムライン」や、住
民一人ひとりのタイムライン「マイ・タイムライン」の作成、普及促進によって、住民が安全な避難に向けて「い
つ、どこに、誰と、どうやって避難するか」を整理することで、逃げ遅れを防ぐ。

紀宝町地区タイムライン（例：高岡）

紀宝町コミュニティタイムライン 新宮市ハザードマップ

 地区ごとに風水害に備えたタイムラインを策定  ハザードマップに逃げ時マップ判定フローの掲載や、
裏表紙等に記入箇所を設ける

出典：新宮市ハザードマップ出典：第８回熊野川減災協議会資料4 2



No.17各管理者の情報を効果的に配信できる仕組みの必要性の確認と構築

  関係機関の減災に資する平時からの取組、洪水時の対応状況、水防資機材の状況等の情報を共有する必要性や仕組み
の確認・構築を行う。

WEB会議による危機感の共有（台風10号）

熊野川流域タイムラインWEB会議による危機感共有

 台風接近等、大雨が予想される際に関係機関とWEB会議を実施

熊野川流域タイムライン
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No.22 メディアとの連携による避難に資する河川情報提供の検討及び実践

  リアルタイムでのメディアとの連携による切迫した河川情報の配信や呼びかけの工夫、『和歌山県域メディア協議
会』での取組検討・実践を行う。

和歌山県域メディア連携協議会 テレビ番組への出演

出典：テレビ和歌山YouTubeチャンネル
https://www.youtube.com/watch?app=desktop&v=6VM7YD6ToJk

 テレビ等のそれぞれのメディアが有する特性を活かし、
地域のリスク情報や水害・土砂災害情報等について、
住民の理解を促すとともに、災害時の避難行動につな
げるための取組を、関係者間で連携して実施。

第５回和歌山県域メディア連携協議会

 テレビ番組への出演による、平時からの防災意識啓発。

北山村の孤立対策（2024年9月26日放送）
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No.23 リスク情報や治水事業効果の見える化

 
 リスク情報や治水事業効果を見える化することは、住民の水災害意識の向上、水害の自分事化など、住民の意識に
大きく寄与する。

 ハザードマップの3次元化やVR技術の活用等が取組事例として上げられる。

熊野川３次元浸水想定区域図
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No.43 水害対応版BCP作成、企業に対する作成支援

  企業へのNo4「水害リスク情報の充実（水害リスク空白域の解消、内外水一体・多段階型浸水想定等）・周知」の
情報も含めた水害リスク、防災行動計画等の情報提供による水害対応版BCPの作成や企業に対する支援を実施する。

先行事例：庄内川河川事務所 水害版BCPセミナー

出典：庄内河川事務所HP
https://www.cbr.mlit.go.jp/shonai/bcpseminar/

 中部経済産業局、名古屋市、名古屋商工会議所および庄内川河川事務
所が連携し、「水害版ＢＣＰ策定セミナー」を全３回シリーズで開催
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